
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年８月10日

【四半期会計期間】 第８期第１四半期（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

【会社名】 ジャパンパイル株式会社

【英訳名】 JAPAN PILE CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　黒瀬　晃

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋浜町二丁目１番１号

【電話番号】 ０３（５８４３）４１９２

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　　磯野　順幸

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋浜町二丁目１番１号

【電話番号】 ０３（５８４３）４１９２

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　　磯野　順幸

【縦覧に供する場所】 ジャパンパイル株式会社中部支社

（名古屋市中区新栄町二丁目４番地（坂種栄ビル））

ジャパンパイル株式会社関西支社

（大阪市中央区高麗橋一丁目６番10号（豊田日生北浜ビル））

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

ジャパンパイル株式会社(E01222)

四半期報告書

 1/15



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第１四半期連結
累計期間

第８期
第１四半期連結
累計期間

第７期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 12,112 12,502 47,184

経常利益（百万円） 175 441 963

四半期（当期）純利益（百万円） 15 309 1,309

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
62 303 1,410

純資産額（百万円） 10,480 11,923 11,828

総資産額（百万円） 38,093 38,935 38,988

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
0.61 12.19 51.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 27.4 30.4 30.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州債務危機の長期化や新興国経済の減速など依然として

厳しい環境にあるものの、個人消費を中心にした堅調な国内需要に東日本大震災関連の財政支出もあって、穏や

かに回復しました。

　当社グループが主として属するコンクリートパイル業界も、穏やかな景気回復に連動する形で、全体としては若

干の増加傾向となりました。

　当社グループは、昨年度までに効率的な最適生産体制を構築し、さらにマニュアル化等による施工品質の一層の

向上に注力しております。業界全体の穏やかな需要の回復と、これらの効果が市場に着実に浸透してきたことに

より、売上高は125億２百万円（前年同四半期比3.2％増）と前年同期を上回る結果となりました。利益面では、比

較的工事粗利益の高い中小型物件が増加したことにより、売上総利益率が前年同期比2.9ポイント改善しました。

販売費及び一般管理費につきましては、前年同期比１億41百万円の増加となりましたが、これは業績の改善に伴

う賞与引当金の積み増し等により人件費が増加したことが主な要因であります。その結果、営業利益は３億76百

万円（同258.0％増）、経常利益は４億41百万円（同151.7％増）の増益となりました。また、四半期純利益につき

ましては、投資有価証券評価損の計上等により３億９百万円（前年同四半期は15百万円の利益）となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、63百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ53百万円減少し389億35百万円となり

ました。主な要因は、未成工事支出金が７億63百万円、受取手形及び売掛金が４億66百万円それぞれ増加しました

が、現金及び預金が８億75百万円、商品及び製品が２億８百万円、有形固定資産が減価償却費の計上を中心に１億

80百万円、投資有価証券が株式市場の下落に伴う評価損の計上などにより１億14百万円それぞれ減少したことな

どによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億48百万円減少し270億12百万円となりました。主な要因は、支払手形及

び買掛金が６億74百万円増加しましたが、借入金及びリース債務が返済を中心に５億34百万円、ファクタリング

未払金が１億63百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

　純資産については、四半期純利益計上による増加３億９百万円、配当金の支払いによる減少２億３百万円などの

結果、前連結会計年度末に比べ94百万円増加し119億23百万円となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,151,292 26,151,292
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

１００株 

計 26,151,292 26,151,292 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
－ 26,151,292 － 2,815 － 4,832

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 733,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　25,413,400 254,084 －

単元未満株式 普通株式　　　 4,692 － －

発行済株式総数 26,151,292 － －

総株主の議決権 － 254,084 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれております。なお、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数50個が含まれておりません。

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ジャパンパイル㈱
東京都中央区日本橋

浜町二丁目１番１号
733,200 － 733,200 2.80

計 － 733,200 － 733,200 2.80

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,167 5,291

受取手形及び売掛金 ※
 14,485

※
 14,951

未成工事支出金 1,487 2,251

商品及び製品 2,697 2,488

原材料及び貯蔵品 545 564

その他 595 703

貸倒引当金 △17 △16

流動資産合計 25,961 26,233

固定資産

有形固定資産

土地 3,987 3,987

その他（純額） 5,998 5,817

有形固定資産合計 9,986 9,805

無形固定資産

のれん 17 16

その他 414 400

無形固定資産合計 431 416

投資その他の資産

その他 2,902 2,780

貸倒引当金 △297 △303

投資その他の資産合計 2,604 2,476

固定資産合計 13,022 12,698

繰延資産 4 3

資産合計 38,988 38,935
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,057 5,731

ファクタリング未払金 ※
 9,580

※
 9,416

短期借入金 1,300 1,300

1年内返済予定の長期借入金 1,670 1,670

1年内償還予定の社債 140 140

未払法人税等 137 76

賞与引当金 300 192

その他 1,521 1,569

流動負債合計 19,706 20,096

固定負債

社債 70 70

長期借入金 3,735 3,297

退職給付引当金 288 303

役員退職慰労引当金 151 163

負ののれん 914 841

その他 2,294 2,239

固定負債合計 7,454 6,915

負債合計 27,160 27,012

純資産の部

株主資本

資本金 2,815 2,815

資本剰余金 4,348 4,348

利益剰余金 4,834 4,941

自己株式 △156 △156

株主資本合計 11,842 11,949

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △90 △123

為替換算調整勘定 － 19

その他の包括利益累計額合計 △90 △103

少数株主持分 76 78

純資産合計 11,828 11,923

負債純資産合計 38,988 38,935
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 12,112 12,502

売上原価 10,499 10,476

売上総利益 1,613 2,026

販売費及び一般管理費 1,508 1,650

営業利益 105 376

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 13 11

負ののれん償却額 73 73

その他 43 42

営業外収益合計 132 129

営業外費用

支払利息 41 38

持分法による投資損失 － 12

その他 20 13

営業外費用合計 62 64

経常利益 175 441

特別利益

固定資産売却益 2 0

特別利益合計 2 0

特別損失

固定資産除却損 41 0

投資有価証券評価損 110 70

その他 2 －

特別損失合計 155 71

税金等調整前四半期純利益 22 370

法人税等 △12 53

少数株主損益調整前四半期純利益 34 316

少数株主利益 19 7

四半期純利益 15 309
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 34 316

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 27 △33

持分法適用会社に対する持分相当額 － 19

その他の包括利益合計 27 △13

四半期包括利益 62 303

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 42 296

少数株主に係る四半期包括利益 19 7
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形等

　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形等の金額は、次のと

おりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

受取手形 558百万円 434百万円

ファクタリング未払金 17 2

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれん及び負ののれんの償

却額は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

減価償却費 227百万円 216百万円

のれんの償却額 1 1

負ののれんの償却額 △73 △73

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月27日

取締役会
普通株式 127 5.0 平成23年３月31日 平成23年６月15日利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月25日

取締役会
普通株式 203 8.0 平成24年３月31日 平成24年６月14日利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

　当社グループは、基礎工事関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0円61銭 12円19銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 15 309

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 15 309

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,418 25,418

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　平成24年５月25日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………203百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………８円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年６月14日

　（注）　平成24年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年８月10日

ジャパンパイル株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市之瀬　申　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　　聡　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　秀男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンパイル株
式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日か
ら平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期
連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四
半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して
四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンパイル株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて
の重要な点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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